
農業金融をめぐる情勢について 

～「農業経営相談所」の設置と 

農業経営アドバイザーに期待すること～ 

農林水産省 経営局 金融調整課 

経営専門官 山田 貴彦 
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〔規模拡大・競争力強化に向けた取組例〕 

【酪農】 

 搾乳作業の省力化を図るロータリーパーラー（自動搾乳機）。 

【野菜】 

 通年安定供給を実現する高度な環境制御型機能を有する
高性能ハウス。 

【養豚】 

 作業効率化を図るオートソーティングシステム（自動体重測定
器）。 

【稲作】 

 作業効率化を図る自動農薬散布用ドローン。 

農業融資の現状 

2 

 近年、農業者の減少・高齢化等を背景に、担い手への集約化等が進んでおり、担い手による規
模拡大・競争力強化等を目的とした設備資金などの資金需要が増加傾向。 
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・ 日本公庫の農業向け融資額は、融資残高・新規貸付額ともに増加。 
・ 特に、畜産分野を中心に大幅な伸び。 

【新規貸付額の推移】   【融資残高の推移】 
（単位：億円） 

（単位：億円） 

出典：公庫(農林水産事業)「業務統計年報 
   （年度別資金種目別貸付金残高）」 

５年間で約1.1倍 
    （H28/H24） 

スーパーL資金（畜産のみ）※ 

５年間で約1.5倍 
（スーパーL資金（畜産のみ）は約2.5倍）） 

      （H28/H24） 

農業融資額の動向① ～日本政策金融公庫～ 

＜農業向け融資の状況＞ 

※  日本公庫の農業関係の主力資金であるスーパーL資金（農業経
営基盤強化資金）のうち畜産分野への融資額 

14,695  14,864  15,295  15,521  16,232  

H24年度    H25      H26      H27      H28 

出典：公庫(農林水産事業)「業務統計年報 
   （年度別資金種目別貸件数・金額）」 
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農業融資額の動向② ～民間金融機関（農協系統以外）～ 

・ 近年、一般金融機関（銀行、信金など）による農業・林業向け融資額は増加。 

＜ 農業・林業向け貸出（融資残高） ＞ ＜農業・林業向け設備資金（新規貸出額）＞ 

出典：日本銀行統計「貸出先別貸出金(農業・林業)」  

（億円） 

約１．２倍の増加（H28年度/H24年度） 
約１．８倍の増加（H28年度/H24年度） 

（億円） 
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融資残高 

新規実行額 

＜ 農協系統の農業融資額【新規貸付額】＞ 
    
      H27年度 ⇒ H28年度 

H27年度 H28年度 増減率 

農林中金 281 592 211% 

信連 665 779 117% 

農協 1,589 2,079 131% 

合計 2,535 3,450 136% 

（単位：億円） 

（出典）農林中金調べ 
 注：H27年度から調査開始 

農業融資額の動向③ ～農協系統～ 

・ 農協系統による農業向け融資について、平成28年度新規貸付額は、農林中金、信連、農協
とも、対前年比で増加。 

⇒ 新規貸付額は対前年比で1.36倍 
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〔農業経営者向けの制度資金〕 

農業近代化資金（民間資金） ～民間金融機関への利子補給～ 

・ 民間金融機関の制度資金である農業近代化資金は、都道府県が民間金融機関に利子補給措置 
 を行うことにより、長期・低利での融資を実施。 
・ 認定農業者に対しては、国の予算措置による追加の金利負担軽減措置を実施。 

＜ 農業近代化資金の仕組みと金利負担軽減措置 ＞ 

（主業農業者 等） 

都道府県（※）により利子補給 

基準金利（例：農協では1.6％）H30.４時点 

（認定農業者） 

利子補給後の金利（0.30％） H30.４時点 

認定農業者向けの金利 
  （0.20～0.21％） 

国による金利負担軽減 

負
担
金
利
（
借
受
者
） 

 長期・低利の融資により、
担い手の資金融通を円滑化 

 
H29年度は助成枠を拡大

（H29当初250億円⇒325億円） 
 

※H30年度は引き続き拡大した融資枠を
措置 

（※） 
 都道府県段階では対応できない
資金のみ国が利子補給（事業区域
が広域等） 

H30.２時点 
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〔参考〕 



農業者への多様な資金ニーズへの対応 
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・ 農業者の多種多様な資金ニーズが発生しており、民間金融機関と公庫が連携して対応するな 
 ど、複数のプレーヤーが協力して支援していく必要。 
・ 農業者の立場に立った、経営のプロとしてのアドバイスを行う農業経営アドバイザーの役割の重 
 要性が増している。 

・農業者に必要な金融面での支援をコーディネートする役割 
・農業者の立場に立った、経営のプロの目線でアドバイスを行う。 

農業経営アドバイザーに求められる役割 

・今後も様々な資金ニーズが発生（長期・短期問わない） 
・経営の高度化が進むにつれて経営面・金融面での支援・アドバイスの重要性が大きくなる。 

 
・農業は地域の基幹産業として成長が期待されて
おり、特に地域の民間金融機関にとっては、融
資を拡大したい分野。 

・しかしながら、農業は自然条件等のリスクが高
く、生産サイクルが長いこと等の特殊性があるこ
とから、審査等に関するノウハウが不足。 

民間金融機関 

農業者 

・公庫は民業を補完しつつ、農業者の資金調達を
支援することが目的。 

・農業に関して、豊富な審査ノウハウを有する公
庫は民間金融機関と連携して農業者を支援して
いく方向。 

日本政策金融公庫 



 経営が軌道に乗るまでの
間、資金管理と労務管理を
セットで相談にのってもらいた

い。（法人代表） 
  

 ICTを活用した農業生
産に関する情報がほし
い。（法人代表） 
 

 農業を始めるために必
要な情報を知りたい。
（新規就農者） 

 施設園芸を導入
し、規模拡大したい。 
（認定農業者） 
 

 息子が農業を引き継いでくれな
いので、第三者に引き継ぐ予
定。機械や施設を無償で貸した
いが、自分が亡くなった後、家族
と争いにならないか心配。 
（認定農業者） 

○ 経営意欲のある農業者が創意工夫を生かした農業経営を展開したい。 
 →〔検討〕〔準備・実行〕〔実行後〕の各段階において、具体的に何を行うべきかわからない。 
 →相談相手が誰なのか、どこに行けばよいかわからない。 

  ６次産業化で新商品を 
作っても、いかに販路を開拓して
いくかが課題。（法人代表） 
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農業者の悩み 



農業経営相談所の創設 

 経営意欲のある農業者が創意工夫を生かした農業経営を展開できるよう、農業経営の法人化、規
模拡大など農業者の経営課題に対し関係機関と連携して適切にアドバイスする農業経営相談体制
を整備するとともに、経営相談、専門家派遣等の取組を支援し、法人化等を促進。 

目標：今後10年間（平成35年まで）で、法人経営体数を５万法人に増加 

 

農
政
局
、
都
道
府
県
、
市 

町 

村 
① 農業経営者サポート事業 

市町村の認定審査
会、経営改善（フォ
ローアップ）の支援 

認定農業者、補
助金等の情報を
提供 

・多様な相談内容に対応 
・課題毎に専門家が連携した支援 
  チームを構築 

 高齢化等が急速に
進展する中、農業経
営の法人化、規模拡
大といった様々な課
題が増加 

相談者 

普及組織 
商工系 
団体 

 
専門家 

     経営相談等をした集落営農等が法人化（定額40万円）及び組織化（定額20万円） 
    する取組を支援 

（農業経営法人化等の促進（平成30年度予算概算決定額 ５，９６８（６,２２６）百万円の内数）） 

相談 

農地中間 
管理機構 

・都道府県農業会議 
・都道府県中央会 
・法人協会 等 

 
6次産業化 
サポートセンター  等 

新たに連携 

農業系 
団体 

（コーディネーター） 

社会保険労務士 

労務・人材 

税理士・ 
公認会計士 
弁護士 

税務・法務 

中小企業診断士 

経営診断 

ＪＡバンク 
公庫 

資金調達 

県農業会議 

法人化 

経営コンサルタント 

経営継承 

６次産業化 
プランナー 

（６次産業化 
サポートセンター） 

６次産業化 

普及員（県） 
営農指導員（農協） 
指導農業士（農業者） 

技術指導 

支援チーム※ 

※農業者の相談内容に応じた、
オーダーメイド型の支援チーム 

②農業経営法人化支援事業 

  

農の雇用事業 

○雇用者に対する新法人設立に向けた
研修費用として年間最大120万円を最
長４年間助成(３年目以降は最大６０
万円) 
 

金融機関の融資等の円滑化 

○農業経営者サポート事業で経営相
談・経営診断等を受けた案件について
は、制度資金の借入申込時の手続きを
簡素化するなど、農業者の円滑な資金
の融通を支援 
 また、日本政策金融公庫の支店など
地域の金融機関の協力により、出資相
談等に関する（株）アグリビジネス投資
育成会社等の体制を強化し、農業経
営者サポート事業と連携した農業法人
に対する出資を促進 
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農業経営相談所が一気通貫でアドバイス 

経
営
継
承 

 息子が農業を引き継いでくれない
ので、第三者に引き継ぐ予定。機
械や施設を無償で貸したいが、自
分が亡くなった後、家族と争いにな
らないか心配。（認定農業者） 

 経営意欲のある農業者が創意工夫を生かした農業経営を展開できるよう、円滑な経営継承など農
業者の経営課題に対し関係機関と連携して適切にアドバイスする農業経営相談体制を整備するとと
もに、経営相談、専門家派遣等の取組を支援し、法人化等を促進。 

生産基盤の確立 

〇生産技術 
〇農地の集積 
〇新たな作物の導入・定着 
〇経理の確立（青色申告） 

 

さらなる事業展開 

〇法人化 
〇６次化 
〇事業拡大 

新規就農 

効率的かつ安定的な
農業経営 

ライフサイクルにおける農業者の悩み 

  
 ICTを活用した農業生
産に関する情報がほし
い。（法人代表） 
 

普及・指導農業士 

農地中間管理機構 
新規就農相談 
センター 

行政 

公庫・地銀 

（生産技術） 

（補助金） 

（農地集積） （資金） 

 農業を始めるために必
要な情報を知りたい。 
（新規就農者） 

６次産業化サポートセンター 

税理士 

社会保険労務士 

（資金管理） （労務管理） 

経営コンサルタント 

（資産運用） 
（承継の設計） 

 施設園芸を導入し、
規模拡大したい。 
（認定農業者） 
 

（ICT情報） 

行政 

弁護士 

（権利関係） 

企業等 

（補助金） 

経営コンサルタント 

（経営診断） 

  ６次産業化で新商品を 
作っても、いかに販路を開拓し
ていくかが課題。（法人代表） 

中小企業診断士・
経営コンサルタント 

（経営診断） 

◎ 

◎ 
◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 
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 経営が軌道に乗るまでの間、資金
管理と労務管理をセットで相談に
のってもらいたい。（法人代表） 

農業経営相談所の支援イメージ 



農業経営相談所が一気通貫でアドバイス 

経
営
継
承 

 息子が農業を引き継いでくれない
ので、第三者に引き継ぐ予定。機
械や施設を無償で貸したいが、自
分が亡くなった後、家族と争いにな
らないか心配。（認定農業者） 

 経営意欲のある農業者が創意工夫を生かした農業経営を展開できるよう、円滑な経営継承など農
業者の経営課題に対し関係機関と連携して適切にアドバイスする農業経営相談体制を整備するとと
もに、経営相談、専門家派遣等の取組を支援し、法人化等を促進。 

生産基盤の確立 

〇生産技術 
〇農地の集積 
〇新たな作物の導入・定着 
〇経理の確立（青色申告） 

 

さらなる事業展開 

〇法人化 
〇６次化 
〇事業拡大 

新規就農 

効率的かつ安定的な
農業経営 

ライフサイクルにおける農業者の悩み 

  
 ICTを活用した農業生
産に関する情報がほし
い。（法人代表） 
 

普及・指導農業士 

農地中間管理機構 
新規就農相談 
センター 

行政 

公庫・地銀 

（生産技術） 

（補助金） 

（農地集積） （資金） 

 農業を始めるために必
要な情報を知りたい。 
（新規就農者） 

６次産業化サポートセンター 

税理士 

社会保険労務士 

（資金管理） （労務管理） 

経営コンサルタント 

（資産運用） 
（承継の設計） 

 施設園芸を導入し、
規模拡大したい。 
（認定農業者） 
 

（ICT情報） 

行政 

弁護士 

（権利関係） 

企業等 

（補助金） 

経営コンサルタント 

（経営診断） 

  ６次産業化で新商品を 
作っても、いかに販路を開拓し
ていくかが課題。（法人代表） 

中小企業診断士・
経営コンサルタント 

（経営診断） 

◎ 

◎ 
◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 
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 経営が軌道に乗るまでの間、資金
管理と労務管理をセットで相談に
のってもらいたい。（法人代表） 

農業経営相談所の支援イメージ 



普及組織が選定する重点指導農業者を中心に、実施主体（事務
局）による経営状況の把握等（御用聞き） 

農業経営相談所における担い手への支援体制イメージ 

相
談
者 

④
支
援
チ
ー
ム
編
成 

③
経
営
戦
略
作
成
・決
定 

経
営
戦
略
の
実
践 

経
営
戦
略
の
見
直
し 

経
営
戦
略
の
実
践 

施設園芸を導入
し、規模を拡大
したい 

担
い
手
の
経
営
戦
略
の
実
現 

経営戦略に応じた専門家によるユニット体制の支援 

経
営
戦
略
の
進
行
管
理 

普及組織が市町村
の協力及び支援対象
者の了承を得て、伴
走支援する重点指導
農業者を選定 

相談者の経営
状況や目指す
目標等の把握 

経営戦略会議※での 
①経営状況の診断・経営 
  戦略の策定 
②経営支援チームの編成 

※ 専門家等で構成し、経営状況の診断や重点指導農業者の支援 
  方針等を調整・決定する機関 

経営戦略に応じた専門家のアドバイス、戦略の実行状
況のチェック、継続的なフォローアップの実行 
（PDCAサイクルの実現） 
 

モデルケース 

経営状況の把握
（経営改善の方
向、規模拡大、経
営管理の合理化
等）や目標の確認 

・経営戦略の作成 
・相談内容にあった
専門家（中小企業診
断士、公庫、普及、
機構等）の決定 

専門家が主治医として、 
➀ 経営診断結果や経営戦略に基づきアドバイス 
➁ 戦略の実行状況をチェック、見直し、実行等
のアドバイス 

②
経
営
状
況
の
診
断

①
経
営
状
況
の
報
告 

専門
家派
遣 

１～２回 

戦略
会議 

戦略
会議 

専門
家派
遣 

１～２回 

実
施
主
体
（（事
務
局
）に 

よ
る
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト 
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農業経営アドバイザーの皆さまにお願いしたいこと 

○ 農業経営相談所は、農業経営アドバイザーの方々をはじめとした専門家が連携し 
 て、金融面を始めとした農業者の悩みに総合的に対応できる場であり、積極的にご協 
 力頂きたい。 
 
○ 特に現在、農業経営相談所の立ち上げを進めているところだが（夏頃にほぼ全県で 
 立ち上がる予定）、各専門家においては農業に関する知見・経験が必須。 
 
○ この立ち上がったばかりの農業経営相談所が軌道に乗り、農業者の信頼を得ていく 
 ためには、農業経営アドバイザーの皆さまのような、農業に関する実践的なアドバイス 
 の経験がある方々の参画を是非お願いしたい。 

お近くの農業経営アドバイザー連絡協議会（事務局：日本公庫支店）へ 
お気軽にお問い合わせください。 
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